
住宅宿泊事業法（抜粋） 

第 2条第 3項 

この法律において「住宅宿泊事業」とは、旅館業法(昭和二十三年法律第百三十八号)第三条

の二第一項に規定する営業者以外の者が宿泊料を受けて住宅に人を宿泊させる事業であっ

て、人を宿泊させる日数として国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより算定し

た日数が一年間で百八十日を超えないものをいう。 

第 3条第 1項 

都道府県知事(保健所を設置する市又は特別区(以下「保健所設置市等」という。)であって、

その長が第六十八条第一項の規定により同項に規定する住宅宿泊事業等関係行政事務を処

理するものの区域にあっては、当該保健所設置市等の長。第七項並びに同条第一項及び第

二項を除き、以下同じ。)に住宅宿泊事業を営む旨の届出をした者は、旅館業法第三条第一

項の規定にかかわらず、住宅宿泊事業を営むことができる。 

第 3条第 2項 

前項の届出をしようとする者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、住

宅宿泊事業を営もうとする住宅ごとに、次に掲げる事項を記載した届出書を都道府県知事

に提出しなければならない。 

一 商号、名称又は氏名及び住所 

二 法人である場合においては、その役員の氏名 

三 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所(法定代理人が法人で

ある場合にあっては、その商号又は名称及び住所並びにその役員の氏名) 

四 住宅の所在地 

五 営業所又は事務所を設ける場合においては、その名称及び所在地 

六 第十一条第一項の規定による住宅宿泊管理業務の委託(以下単に「住宅宿泊管理業務の

委託」という。)をする場合においては、その相手方である住宅宿泊管理業者の商号、名称

又は氏名その他の国土交通省令・厚生労働省令で定める事項 

七 その他国土交通省令・厚生労働省令で定める事項 

第 3条第 3項 

前項の届出書には、当該届出に係る住宅の図面、第一項の届出をしようとする者が次条各

号のいずれにも該当しないことを誓約する書面その他の国土交通省令・厚生労働省令で定

める書類を添付しなければならない。 

第 3条第 4項 

住宅宿泊事業者は、第二項第一号から第三号まで、第五号又は第七号に掲げる事項に変更

があったときはその日から三十日以内に、同項第六号に掲げる事項を変更しようとすると

きはあらかじめ、その旨を都道府県知事に届け出なければならない。 

第 3条第 6項 

住宅宿泊事業者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各号に定める
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者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、その日(第一号の場合にあって

は、その事実を知った日)から三十日以内に、その旨を都道府県知事に届け出なければなら

ない。 

一 住宅宿泊事業者である個人が死亡したとき その相続人 

二 住宅宿泊事業者である法人が合併により消滅したとき その法人を代表する役員であ

った者 

三 住宅宿泊事業者である法人が破産手続開始の決定により解散したとき その破産管財

人 

四 住宅宿泊事業者である法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散した

とき その清算人 

五 住宅宿泊事業を廃止したとき 住宅宿泊事業者であった個人又は住宅宿泊事業者であ

った法人を代表する役員 

第 3条第 7項 

都道府県知事は、第 1 項、第 4 項又は前項の規定による届出を受理した場合において、当

該届出に係る住宅が保健所設置市等の区域内に所在するときは、遅滞なく、その旨を当該

保健所設置市等の長に通知しなければならない。 

第 4条 

次の各号のいずれかに該当する者は、住宅宿泊事業を営んではならない。 

一 成年被後見人又は被保佐人 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 第十六条第二項の規定により住宅宿泊事業の廃止を命ぜられ、その命令の日から三年

を経過しない者(当該命令をされた者が法人である場合にあっては、当該命令の日前三十日

以内に当該法人の役員であった者で当該命令の日から三年を経過しないものを含む。) 

四 禁錮以上の刑に処せられ、又はこの法律若しくは旅館業法の規定により罰金の刑に処

せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から起算して三年を経

過しない者 

五 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成三年法律第七十七号)第二条第

六号に規定する暴力団員又は同号に規定する暴力団員でなくなった日から五年を経過しな

い者(以下「暴力団員等」という。) 

六 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者でその法定代理人(法定代理人

が法人である場合にあっては、その役員を含む。第二十五条第一項第七号及び第四十九条

第一項第七号において同じ。)が前各号のいずれかに該当するもの 

七 法人であって、その役員のうちに第一号から第五号までのいずれかに該当する者があ

るもの 

八 暴力団員等がその事業活動を支配する者 

第 5条 



住宅宿泊事業者は、届出住宅について、各居室(住宅宿泊事業の用に供するものに限る。第

十一条第一項第一号において同じ。)の床面積に応じた宿泊者数の制限、定期的な清掃その

他の宿泊者の衛生の確保を図るために必要な措置であって厚生労働省令で定めるものを講

じなければならない。 

第 6条 

住宅宿泊事業者は、届出住宅について、非常用照明器具の設置、避難経路の表示その他の

火災その他の災害が発生した場合における宿泊者の安全の確保を図るために必要な措置で

あって国土交通省令で定めるものを講じなければならない。 

第 7条 

住宅宿泊事業者は、外国人観光旅客である宿泊者に対し、届出住宅の設備の使用方法に関

する外国語を用いた案内、移動のための交通手段に関する外国語を用いた情報提供その他

の外国人観光旅客である宿泊者の快適性及び利便性の確保を図るために必要な措置であっ

て国土交通省令で定めるものを講じなければならない。 

第 8条 

住宅宿泊事業者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより届出住宅その他の

国土交通省令・厚生労働省令で定める場所に宿泊者名簿を備え、これに宿泊者の氏名、住

所、職業その他の国土交通省令・厚生労働省令で定める事項を記載し、都道府県知事の要

求があったときは、これを提出しなければならない。 

第 8条第 2項 

宿泊者は、住宅宿泊事業者から請求があったときは、前項の国土交通省令・厚生労働省令

で定める事項を告げなければならない。 

第 9条 

住宅宿泊事業者は、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、宿泊者に対し、

騒音の防止のために配慮すべき事項その他の届出住宅の周辺地域の生活環境への悪影響の

防止に関し必要な事項であって国土交通省令・厚生労働省令で定めるものについて説明し

なければならない。 

第 9条第 2項 

住宅宿泊事業者は、外国人観光旅客である宿泊者に対しては、外国語を用いて前項の規定

による説明をしなければならない。 

第 10条 

住宅宿泊事業者は、届出住宅の周辺地域の住民からの苦情及び問合せについては、適切か

つ迅速にこれに対応しなければならない。 

第 14条 

住宅宿泊事業者は、届出住宅に人を宿泊させた日数その他の国土交通省令・厚生労働省令

で定める事項について、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、定期的に、

都道府県知事に報告しなければならない。 



第 16条 

都道府県知事は住宅宿泊事業者がその営む住宅宿泊事業に関し法令又は前条の規定による

命令に違反したときは、一年以内の期間を定めて、その業務の全部又は一部の停止を命ず

ることができる。 

第 18条 

都道府県(第六十八条第一項の規定により同項に規定する住宅宿泊事業等関係行政事務を処

理する保健所設置市等の区域にあっては、当該保健所設置市等)は、住宅宿泊事業に起因す

る騒音の発生その他の事象による生活環境の悪化を防止するため必要があるときは、合理

的に必要と認められる限度において、 

政令で定める基準に従い条例で定めるところにより、区域を定めて、住宅宿泊事業を実施

する期間を制限することができる。 

第 20条 

観光庁長官は、外国人観光旅客の宿泊に関する利便の増進を図るため、外国人観光旅客に

対し、住宅宿泊事業に関する情報を提供するものとする。 

第 20条第 2項 

観光庁長官は、前項の情報を提供するため必要があると認める時は、都道府県知事に対し、

当該都道府県の区域内に所在する届出住宅に関し必要な情報の提供を求めることができる。 

第 23条第 1項 

前条第一項の登録(同条第二項の登録の更新を含む。以下この章及び第七十二条第二号にお

いて同じ。)を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を国土交通大臣に提

出しなければならない。 

一 商号、名称又は氏名及び住所 

二 法人である場合においては、その役員の氏名 

三 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所(法定代理人が法人で

ある場合にあっては、その商号又は名称及び住所並びにその役員の氏名) 

四 営業所又は事務所の名称及び所在地 

第 26条第 1項 

住宅宿泊管理業者は、第二十三条第一項各号に掲げる事項に変更があったときは、その日

から三十日以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

第 28条第 1項 

住宅宿泊管理業者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各号に定め

る者は、国土交通省令で定めるところにより、その日(第一号の場合にあっては、その事実

を知った日)から三十日以内に、その旨を国土交通大臣に届け出なければならない。 

一 住宅宿泊管理業者である個人が死亡したとき その相続人 

二 住宅宿泊管理業者である法人が合併により消滅したとき その法人を代表する役員で

あった者 



三 住宅宿泊管理業者である法人が破産手続開始の決定により解散したとき その破産管

財人 

四 住宅宿泊管理業者である法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散し

たとき その清算人 

五 住宅宿泊管理業を廃止したとき 住宅宿泊管理業者であった個人又は住宅宿泊管理業

者であった法人を代表する役員 

第 34条 

住宅宿泊管理業者は、管理受託契約を締結したときは、委託者に対し、遅滞なく、次に掲

げる事項を記載した書面を交付しなければならない。 

一 住宅宿泊管理業務の対象となる届出住宅 

二 住宅宿泊管理業務の実施方法 

三 契約期間に関する事項 

四 報酬に関する事項 

五 契約の更新又は解除に関する定めがあるときは、その内容 

六 その他国土交通省令で定める事項 

第 47条第 1項 

前条第一項の登録(同条第二項の登録の更新を含む。以下この章及び第七十二条第二号にお

いて同じ。)を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を観光庁長官に提出

しなければならない。 

一 商号、名称又は氏名及び住所 

二 法人である場合においては、その役員の氏名 

三 未成年者である場合においては、その法定代理人の氏名及び住所(法定代理人が法人で

ある場合にあっては、その商号又は名称及び住所並びにその役員の氏名) 

四 営業所又は事務所の名称及び所在地 

第 50条第 1項 

住宅宿泊仲介業者は、第四十七条第一項各号に掲げる事項に変更があったときは、その日

から三十日以内に、その旨を観光庁長官に届け出なければならない。 

第 52条第 1項 

住宅宿泊仲介業者が次の各号のいずれかに該当することとなったときは、当該各号に定め

る者は、国土交通省令で定めるところにより、その日(第一号の場合にあっては、その事実

を知った日)から三十日以内に、その旨を観光庁長官に届け出なければならない。 

一 住宅宿泊仲介業者である個人が死亡したとき その相続人 

二 住宅宿泊仲介業者である法人が合併により消滅したとき その法人を代表する役員で

あった者 

三 住宅宿泊仲介業者である法人が破産手続開始の決定を受けたとき又は外国の法令上破

産手続に相当する手続を開始したとき その破産管財人又は外国の法令上これに相当する



者 

四 住宅宿泊仲介業者である法人が合併及び破産手続開始の決定以外の理由により解散し

たとき その清算人又は外国の法令上これに相当する者 

五 住宅宿泊仲介業を廃止したとき 住宅宿泊仲介業者であった個人又は住宅宿泊仲介業

者であった法人を代表する役員 

第 68条 

保健所設置市等及びその長は、当該保健所設置市等の区域内において、都道府県及び都道

府県知事に代わって住宅宿泊事業等関係行政事務(第二章(第三条第七項を除く。)及び第三

章の規定に基づく事務であって都道府県又は都道府県知事が処理することとされているも

のをいう。以下同じ。)を処理することができる。 

第 68条第 2項 

保健所設置市等及びその長が前項の規定により住宅宿泊事業等関係行政事務を処理しよう

とするときは、当該保健所設置市等の長は、あらかじめ、これを処理することについて、

都道府県知事と協議しなければならない。 

第 68条第 3項 

前項の規定による協議をした保健所設置市等の長は、住宅宿泊事業等関係行政事務の処理

を開始する日の三十日前までに、国土交通省令・厚生労働省令で定めるところにより、そ

の旨を公示しなければならない。 

第 68条第 4項 

保健所設置市等及びその長が第一項の規定により住宅宿泊事業等関係行政事務を処理する

場合における住宅宿泊事業等関係行政事務の引継ぎその他の必要な事項は、国土交通省

令・厚生労働省令で定める。 

附則第 5条 

（風俗営業等の規則及び業務の適正化等に関する法律の一部を次の用に改正する第 30条第

3 項中「又は旅館業」を「、旅館業」に、「について」を「又は住宅宿泊事業について」に

定める。第 42条中「若しくは旅館業」を「、旅館業若しくは住宅宿泊事業」に改める。 

 

  



住宅宿泊事業法施行規則（抜粋） 

第 2条 

法第二条第一項第二号の人の居住の用に供されていると認められる家屋として国土交通省

令・厚生労働省令で定めるものは、次の各号のいずれかに該当するものであって、事業(人

を宿泊させるもの又は人を入居させるものを除く。)の用に供されていないものとする。 

一 現に人の生活の本拠として使用されている家屋 

二 入居者の募集が行われている家屋 

三 随時その所有者、賃借人又は転借人の居住の用に供されている家屋 

第 4条 

法第三条第一項の届出は、住宅宿泊事業を開始しようとする日の前日までに、第一号様式

による届出書を提出して行うものとする。 

第 4条第 2項 

法第三条第二項第六号の国土交通省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げるものと

する。 

一 住宅宿泊管理業者の商号、名称又は氏名 

二 住宅宿泊管理業者の登録年月日及び登録番号 

三 法第三十二条第一号に規定する管理受託契約の内容 

第 4条第 3項 

法第三条第二項第七号の国土交通省令・厚生労働省令で定める事項は、次に掲げるものと

する。 

一 届出をしようとする者(以下この条において「届出者」という。)の生年月日及び性別(届

出者が法人である場合にあっては、その役員の生年月日及び性別) 

二 届出者が未成年である場合においては、その法定代理人の生年月日及び性別(法定代理

人が法人である場合にあっては、その役員の生年月日及び性別) 

三 届出者が法人である場合においては、法人番号(行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律(平成二十五年法律第二十七号) 

第二条第十五項に規定する法人番号をいう。) 

四 届出者が住宅宿泊管理業者である場合においては、その登録年月日及び登録番号 

五 届出者の連絡先 

六 住宅の不動産番号(不動産登記規則(平成十七年法務省令第十八号)第一条第八号に規定

する不動産番号をいう。) 

七 第二条各号に掲げる家屋の別 

八 一戸建ての住宅、長屋、共同住宅又は寄宿舎の別 

九 住宅の規模 

十 住宅に人を宿泊させる間、届出者が不在(法第十一条第一項第二号の国土交通省令・厚

生労働省令で定める不在を除く。)とならない場合においては、その旨 



十一 届出者が賃借人である場合においては、賃貸人が住宅宿泊事業の用に供することを

目的とした賃借物の転貸を承諾している旨 

十二 届出者が転借人である場合においては、賃貸人及び転貸人が住宅宿泊事業の用に供

することを目的とした転借物の転貸を承諾している旨 

十三 住宅がある建物が二以上の区分所有者(建物の区分所有等に関する法律(昭和三十七

年法律第六十九号)第二条第二項に規定する区分所有者をいう。 

次項において同じ。) 

が存する建物で人の居住の用に供する専有部分(同法第二条第三項に規定する専有部分をい

う。次項において同じ。)のあるものである場合においては、規約に住宅宿泊事業を営むこ

とを禁止する旨の定めがない旨(当該規約に住宅宿泊事業を営むことについての定めがない

場合は、管理組合 

(マンションの管理の適正化の推進に関する法律(平成十二年法律第百四十九号)第二条第三

号に規定する管理組合をいう。次項において同じ。)に届出住宅において住宅宿泊事業を営

むことを禁止する意思がない旨を含む。) 

第 4条第 4項 

法第三条第三項の国土交通省令・厚生労働省令で定める書類は、次に掲げるものとする。

ただし、第一号ハ及び第二号イの書類のうち成年被後見人に該当しない旨の後見等登記事

項証明書(後見登記等に関する法律(平成十一年法律第百五十二号)第十条第一項に規定する

登記事項証明書をいう。以下この条において同じ。)については、その旨を証明した市町村(特

別区を含む。以下この条及び第十四条において同じ。)の長の証明書をもって代えることが

できる。 

一 届出者が法人である場合においては、次に掲げる書類 

イ 定款又は寄付行為 

ロ 登記事項証明書 

ハ 役員が、成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の後見等登記事項証明書 

ニ 役員が、民法の一部を改正する法律(平成十一年法律第百四十九号)附則第三条第一項及

び第二項の規定により成年被後見人及び被保佐人とみなされる者並びに破産手続開始の決

定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村の長の証明書 

ホ 住宅の登記事項証明書 

ヘ 住宅が第二条第二号に掲げる家屋に該当する場合においては、入居者の募集の広告そ

の他の当該住宅において入居者の募集が行われていることを証する書類 

ト 住宅が第二条第三号に掲げる家屋に該当する場合においては、当該住宅が随時その所

有者、賃借人又は転借人の居住の用に供されていることを証する書類 

チ 次に掲げる事項を明示した住宅の図面 

(１) 台所、浴室、便所及び洗面設備の位置 

(２) 住宅の間取り及び出入口 



(３) 各階の別 

(４) 居室(法第五条に規定する居室をいう。第九条第四項第二号において同じ。)、宿泊室(宿

泊者の就寝の用に供する室をいう。以下この号において同じ。)及び宿泊者の使用に供する

部分(宿泊室を除く。)のそれぞれの床面積 

リ 届出者が賃借人である場合においては、賃貸人が住宅宿泊事業の用に供することを目

的とした賃借物の転貸を承諾したことを証する書面 

ヌ 届出者が転借人である場合においては、賃貸人及び転貸人が住宅宿泊事業の用に供す

ることを目的とした転借物の転貸を承諾したことを証する書面 

ル 住宅がある建物が二以上の区分所有者が存する建物で人の居住の用に供する専有部分

のあるものである場合においては、専有部分の用途に関する規約の写し 

ヲ ルの場合において、規約に住宅宿泊事業を営むことについての定めがない場合は、管

理組合に届出住宅において住宅宿泊事業を営むことを禁止する意思がないことを確認した

ことを証する書類 

ワ 届出者が住宅に係る住宅宿泊管理業務を住宅宿泊管理業者に委託する場合においては、

法第三十四条の規定により交付された書面の写し 

カ 法第四条第二号から第四号まで、第七号及び第八号のいずれにも該当しないことを誓

約する書面 

二 届出者(営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者である場合にあっては、

その法定代理人(法定代理人が法人である場合にあっては、その役員)を含む。以下この号及

び次項において同じ。)が個人である場合においては、次に掲げる書類 

イ 届出者が、成年被後見人及び被保佐人に該当しない旨の後見等登記事項証明書 

ロ 届出者が、民法の一部を改正する法律附則第三条第一項及び第二項の規定により成年

被後見人及び被保佐人とみなされる者並びに破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者

に該当しない旨の市町村の長の証明書 

ハ 営業に関し成年者と同一の行為能力を有しない未成年者であって、その法定代理人が

法人である場合においては、その法定代理人の登記事項証明書 

ニ 法第四条第一号から第六号まで及び第八号のいずれにも該当しないことを誓約する書

面 

ホ 前号ホからワまでに掲げる書類 

第 4条第 5項 

都道府県知事(保健所設置市等であって、その長が法第六十八条第一項の規定により同項に

規定する住宅宿泊事業等関係行政事務を処理するものの区域にあっては、当該保健所設置

市等の長。第十六条を除き、以下同じ。)は、届出者(個人である場合に限る。)に係る本人

確認情報(住民基本台帳法(昭和四十二年法律第八十一号)第三十条の六第一項に規定する本

人確認情報をいう。)のうち住民票コード以外のものについて、同法第三十条の十第一項(同

項第一号に係る部分に限る。)、第三十条の十一第一項(同項第一号に係る部分に限る。)及



び第三十条の十二第一項(同項第一号に係る部分に限る。)の規定によるその提供を受けるこ

とができないとき、又は同法第三十条の十五第一項(同項第一号に係る部分に限る。)の規定

によるその利用ができないときは、その者に対し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を

提出させることができる。 

 

 

国土交通省関係住宅宿泊事業法施行規則（抜粋） 

（宿泊者の安全の確保を図るために必要な措置） 

第 1条  

住宅宿泊事業法第 6条の国土交通省令で定める措置は、次に掲げるものとする。 

１国土交通大臣が定めるところにより、届出住宅に、非常用照明器具を設けること。 

２届出住宅に、避難経路を表示すること 

３善 2 号に掲げるもののほか、火災その他に災害が発生した場合における宿泊者の安全の

確保を図るために必要な措置として国土 交通大臣が定めるもの 

 

 

民法の一部を改正する法律（平成 11年法律第 149号附則）（抜粋） 

附則 

（禁治産及び準禁治産の宣告等に関する経過措置） 

第 3条第 1項 

旧法の規定による禁治産の宣告は新法の規定による後見開始の審判と、当該禁治産の宣告

を受けた禁治産者並びにその後見人及び後見監督人は当該後見開始の審判を受けた成年被

後見人並びにその成年後見人及び成年後見監督人とみなす。 

第 3条第 2項 

旧法の規定による心神耗弱を原因とする準禁治産の宣告は新法の規定による保佐開始の審

判と、当該準禁治産の宣告を受けた準禁治産者及びその保佐人は当該保佐開始の審判を受

けた被保佐人及びその保佐人とみなす。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



住宅宿泊事業法施行要領（国ガイドライン）（抜粋） 

２－１．住宅宿泊事業の届出 

（１）住宅宿泊事業の届出 

① 届出方法について 

・届出は民泊制度運営システムを利用して行うことを原則とする。 

④ 届出に関連して実施することが望ましい措置について 

・ 住宅宿泊事業を営む旨の届出を行うにあたっては、届出者から周辺住民に対し住 

宅宿泊事業を営む旨を事前に説明することが望ましい。 

  （２）宿泊者の安全の確保 

   ③ 消防法令との関係について 

   ・ 法第６条に基づく安全措置のほか、消防法令に基づき設備や防火管理体制等に関 

する規制を受ける場合や、市町村の火災予防条例に基づき防火対象物使用開始届

出書の提出が必要となる場合があるため、当該規制の適用の有無等について、届

出の前に建物の所在地を管轄する消防署等に確認する必要がある（「住宅宿泊事業

法基づく届出住宅等に係る消防法令上の取扱いについて（通知）」（平成 29 年 10

月 27日付消防予第 330号）を参照） 

 

 （９）都道府県知事への定期報告 

   ・ 定期報告は、民泊制度運営システムを利用して行うことを原則とする。 

 

住宅宿泊事業法に関する大阪府ガイドライン 

 ８ 近隣住民に対する事前説明について 

住宅宿泊事業の円滑な実施のため、あらかじめ近隣住民に対し、事前説明を行ってくだ

さい。 

（１）近隣住民説明の範囲 

施設内に、本法における事業の用に供する居室以外の居室が存する場合にあっ 

ては、当該居室の使用者 

次のア又はイに掲げる建物（施設の外壁から水平距離で 20メートルを超える場 

合を除く。）の使用者 

ア  施設の存する敷地の境界線に接する敷地に存する建物 

イ  施設の敷地の境界線から道路、公園等の敷地を挟んで隣接する建物の敷 

地境界線までの水平距離が 10メートル以下である当該建物の使用者 

 

（２）説明事項 

ア 届出をしようとする者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の氏名） 

イ 施設の名称及び所在地 



ウ 事業の概要 

エ 苦情等の窓口の責任者の所在地、氏名、連絡先 

オ 廃棄物の処理方法 

カ 火災等の緊急事態が生じた場合の対応方法 

 

（３）事前説明に際して説明方法等の留意すべき事項 

近隣住民等に対し、個別訪問、説明会開催等、対面で説明することが望まし 

いですが、それが難しい場合は、書面でのポスティング等による説明資料の配付 

を行い、事業に関する説明を事前に行ってください。 

説明に当たっては、近隣住民等との相互の信頼関係が重要であるため、誠意 

をもって対応するとともに、近隣住民等に対して、意見申出方法及び問合せ先に 

関する案内を行ってください。 

なお、事業開始後に近隣住民等に該当となった者、説明を求める者等に対し 

ても、必要に応じて、個別訪問、資料配付等の方法により丁寧に対応してください。 

 

 １６ 大阪府知事への定期報告 

       届出住宅ごとに、毎年２月、４月、６月、８月、１０月及び１２月の１５日まで

に、それぞれの月の前２ヶ月における以下事項について、民泊制度運営システムを

利用して報告してください。 

    なお、書面での報告でもかまいません。 

 

１８ 消防法令適合通知書について 

  住宅宿泊事業法の届出の際には、消防法令適合通知書を添付してください。 

なお、平成 29年 10月 27日付け消防予第 330号通知「住宅宿泊事業法に基づ  

    く届出住宅等に係る消防法令上の取扱いについて」（別添１）におけるただし書き

の取扱いをする場合がありますので、施設所在地を管轄する消防署へご相談くだ

さい。 

 

 

 

 

 

 


